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令和 5年４月より、全国自動車教育研究

会会長を務めさせていただいております古

藤 一弘（ことう かずひろ）と申します。

どうぞよろしくお願いいたします。 

全国自動車教育研究会（通称：全自研）は

高等学校における自動車教育振興を目的に、

昭和33年 7月 5日土曜日、東京都立大学付属工業高等学校において全国26校 44名の

教員が参集し、設立総会を経て産声をあげました。初代の菅是敬会長は昭和 34 年 3 月発

行の自動車教育研究会会報第１号、会報第１号発行に際して「最近、各地で自動車課程が新

設されるようですし、機械科で自動車一般を取上げておられるところも多くなりました。ま

た、工業高校以外の高等学校でもクラブ活動として自動車部ができ、なかなかの活動をして

いるところが沢山あるようです。わたくしどもは、当研究会が年と共に充実発展していきま

すとともに、こうした高等学校における自動車の教育活動を振興援助できるようにしたい

ものだと思います。（昭和 34 年 4 月 11 日）」と述べています。以来 6５年間、全国各地

で自動車教育研究大会を開催するなど、自動車教育振興を目的にその役割を果たしてまい

りました。令和６年 5 月末現在、会員校が 70 校、賛助会員 13 団体と少数精鋭の研究会

ですが、設立当初から全国組織を築いて研究会を運営しています。 

さて、経済産業省と国土交通省は、ソフトウェア・ディファインド・ビークル（SDV）

を始めとする自動車分野のＤＸにおける国際競争を勝ち抜くべく、「モビリティＤＸ戦略」

を策定しました。「ソフトウエア・ディファインド・ビークル（SDV）」と呼ぶ次世代車に

ついて、日本車の販売目標を2030年に国内外で計1200万台とし、必要な半導体や生成

AI など関連技術を国内各社で共同開発すると伝えていました。これは、世界の自動車業界

の電気自動車や自動運転技術の開発が進み、アメリカのテスラといった新興メーカーが存

在感を増すなど、競争環境が大きく変化しており、こうした中で、日本の自動車産業の生き

残りに向けて政府が新たな戦略案を取りまとめたものです。 

「車のスマートフォン化」とも表現され、スマートフォンのように外部との通信によって

ソフトウエアを書き換え、車を買い替えずとも走行性能や安全機能などをアップデートで

きる、「SDV」と呼ばれる車の開発にオールジャパンで取り組む必要性を指摘していて、自

動車向けの高性能な半導体の研究開発やソフトウエアの標準化などの分野で、日本のメー

カー同士の連携を促していくほか、自動運転のトラックやタクシーの開発も支援していく

ようです。 



ただ、開発には高度なデジタル人材を欠かすことができません。そこで、経産省は令和６

年の秋に人材育成に関する新たな枠組みを立ち上げる方針を示し、国内大手メーカーやス

タートアップ、異業種の賛同を募り、従来の自動車産業の領域を超えた技術者を育て上げる

として、令和 6 年 10 月よりモビリティＤＸプラットホームのＷｅｂサイトを開設してい

ます。 

文科省も、高等学校ＤＸ加速化推進事業（ＤＸハイスクール）採択校を全国で 1010校

をデジタル人材の育成と文理横断型の探究学習に取り組む拠点と位置づけ指定しました。

これは、2030 年には国内のデジタル人材が約 79 万人不足すると推定されており、これ

からのデジタル社会を担う人材への教育を大学入学よりも前から強化する狙いがあります。 

しかし、理工系離れに起因する工業高校の入試倍率の低迷し、受験者全員入学による学力

低下、教員の高齢化等学校内の現状も課題が山積する中、移り行く社会の変化に対応できる

人材育成が急務とされています。この求められる課題解決には、学校間の横断的な連携が不

可欠です。そして、教員の指導力の育成や技術・技能の向上研修が必要です。 

今後も、会員相互の連携強化を図り、一丸となって総合力を駆使するとともに、日本自動

車教育財団様、その他関係団体様からのご理解とご協力を賜りながら、日本の自動車産業の

未来を担う人材育成と産業界の益々の発展に向け取り組んで参りたいと思っています。全

国自動車教育研究会をこれからのもどうぞよろしくお願いいたします。 


